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企業への財務・IT、調達・人事など間接部門のシェアー
ドサービスの提供や、All Hitachi の事業機会最大化を
推進するため、2017 年に就任したバラット・コーシャ
ル社長（MD：Managing Director）をトップにグルー
プワイドにさまざまな活動を進めています。

バラット・コーシャル社長のインド政府との強力な
コネクションを含む人脈は、インドにおける日立の大
きな強みです。私たちが所属する MD Office は、社長
直轄の経営・事業企画部門として、マーケティング・
リサーチ、渉外活動および新事業開発を担っています。
事業部門およびグループ会社と連携しながら、日立グ
ループの事業およびインド社会の持続的成長に貢献す
ることをミッションに活動しています。

Q2.　�今後当面のインド経済については、どのように
みておられるでしょうか。また、2024年には総
選挙が実施されますが、モディ首相再選可能性
を含めた選挙の展望とその後の政策課題などに
ついてお聞かせください。

新型コロナウイルス感染拡大によるロックダウンな
どの影響を受け、インド経済の 2020 年度実質 GDP 成長
率は 1979 年度の干ばつ以来、40 年ぶりのマイナスにな
りました。国内のワクチン接種も進み2021年度（2021年
4 月～ 2022年3 月）はプラス成長を見込んでいますが、
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～インド経済と日立グループ・インド事業の展望～

Q1.　�日立インド社の事業内容とMDオフィスのミッ
ションにつきましてお聞かせください。

1933 年に家庭用扇風機の輸出から始まった日立のイ
ンド事業は、その後インド国鉄への機関車の納入や、
現在も稼働中のインド北部ヒマチャル・プラデシュ州
バークラの水力発電所向けタービンなど、1947 年独立
後のインドの社会インフラ開発に貢献してきました。

日立インド社は、1935 年に西部マハラシュトラ州ム
ンバイ（旧ボンベイ）に設立された拠点を母体に 1997 年
に設立され、日立グループの地域本社として活動して
います。

インドでは日立グループ 35 社が社会イノベーショ
ン事業を推進しており、2020 年度時点で約 2,000 億円
の事業規模があります。近年の日立のグローバル事業
再編で、アンサルド STS 社（鉄道システム）、ABB パ
ワーグリッド社（エネルギーシステム）、ケーヒン・
ショーワ・日信工業 3 社（二輪車・四輪車部品）およ
び GlobalLogic 社（デジタルエンジニアリングサービス）
が日立グループの仲間となり、さらなる事業成長が見
込まれています。

日立インド社では、主に製鉄所向けの生産システム
や、鉄道をはじめとする社会インフラ向け事業に加え、
Lumada 事業や IoT ソリューション事業の立ち上げを
推進しています。また地域本社としては日立グループ
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世界の半導体不足に加え、ウクライナ情勢の深刻化に
よる原油、原材料価格の高騰によるサプライチェーン
への影響などを注視する必要があるとみています。

インド通商政策では 2019 年の地域的な包括経済
連携（RCEP）協定離脱表明以降、二国間関係を重
視し、2020 年 5 月に保護主義的政策が色濃く表れた

「Atmanirbhar Bharat/ 自立したインド」が国策として
掲げられました。中国からの製造シフト、グローバル
サプライチェーンへの関与を強固にするために主要産
業への生産インセンティブとして、電子部品、医療など
13 分野で生産連動型優遇策（PLI）スキームを強く推進
するなど、産業構造改革をめざす動きが見て取れます。

また、2022 年度の国家予算案では優先項目として
2021 年 10 月に始動した 100 兆ルピー（約 170 兆円）
規模の大型インフラ計画「Gati Shakti/ スピードと力」
を挙げるなど、大型インフラ投資、電気自動車（EV）
推進策、物流システムなどの産業のデジタル化を中心
とする、中長期的な開発・成長路線を推進するものと
なりました。

新たな動きとしては、インドは 2021 年に開かれた
第 26 回国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP26）
で、2070 年までの温室効果ガス排出の実質ゼロ、加え
て 2030 年までに非化石燃料による発電容量を 500 ギ
ガワットに引き上げ、総電力量の 50％を再生可能エネ
ルギーとするなど、同国として初となる温室効果ガス
排出削減目標を表明しました。

2022 年 3 月には岸田首相がインドを公式訪問され、
日本＝インド間でも EV・充電インフラ、蓄電池を含む
エネルギー貯蔵システム、太陽光エネルギー、クリーン
水素・アンモニアなどのグリーン燃料各分野の開発推
進をめざし、エネルギー安全保障を目的とした新しい
枠組み「日印クリーン・エネルギー・パートナーシップ

（CEP）」の立ち上げについても言及されました。今後
もインドにおける環境課題を解決する施策は注目を集
めると考えています。

2024 年に控える総選挙（下院議員選挙）の争点とし
ては、モディ首相が 3 期目の政権を取るか否かに注目
が集まっています。2022 年 2 月から 3 月上旬にかけて
5 州の州議会選挙が実施され、モディ首相が率いる国
政与党・インド人民党（BJP）がウッタル・プラデシュ

（UP）州、ウッタラカンド州、マニプル州、ゴア州の 4 州
で第 1 党となり、改めて BJP「1 強」の構図が浮き彫り
となりました。

特に UP 州は、インド最大の人口（約 2 億 4 千万人）
に加えてカースト最下層のダリット（不可触民）や農

民層を多く抱えるため、選挙の行方が注目を浴びてい
ました。また選挙前、農産物流通の改革をめざして導
入した「新農業法」が農民の間で不興を買い、同法の
撤廃を求め抗議デモが発生していたため、BJP に対す
る農家の支持離れが危ぶまれていました。これらを受
け、BJPはSNSなどソーシャルメディアで選挙向けメッ
セージを連日配信、モディ首相自らが現地入りするな
どの巧みな選挙戦術を用いて、上位カーストだけでな
く、新たな支持層となる下位カースト、ダリット、女
性といった層にも支持を広げて議席を獲得しています。
さらに州内の治安改善、インフラ整備、コロナ禍での
現物支給、医療費無料化など一定の成果を上げました
が、一番の要因は連邦政府による新農業法廃止の決断
であったと推察します。ただし依然として若年層の雇
用問題は深刻な課題として残っています。

州議会選挙で勢いのついた BJP ですが、5 州のうち
唯一州政権を奪われたパンジャブ州では庶民党（AAP）
が圧勝しています。AAP はケジリワル氏が 2012 年に
結党した政党で、政権を握っているデリー準州以外の
州議会選挙で今回初めての勝利となりました。勝利の
要因は既存の主要政党に不満を持つ有権者の票を集め
たことです。最大野党であった国民会議派（INC）が
支持率低下と共に力を失いつつある今、APP が反 BJP
としての対抗馬となる可能性が出てきました。今後は
2022 年末に控えているモディ首相お膝元であるグジャ
ラート州に加え、2018 年の州議会選挙で敗退したラ
ジャスタン州、マディヤ・プラデシュ州、チャッティ
スガル州の動向にも注目が集まります。

モディ現首相の後継者として UP 州のアディツアナ
ス州首相の動向にも注目が集まっていますが、2024 年
はモディ首相の続投が有力視されており、変わらぬ力
強さを印象付けています。

今後も政治・政策面で大きな動きが予測されるイン
ドですが、2022 年は日本との国交樹立 70 周年を迎え、
経済連携、安全保障などの各分野でさらなる両国間で
の協力体制を推進していくものと期待しています。

Q3.　�グローバルに地政学リスクの高まりが深刻化し
つつありますが、インドへの影響やインドの立
ち位置、対応などについて、どのようにみれば
良いでしょうか。

アジアでは米中対立による地政学的変化が顕著に表
れる中、インドは二つの超大国との間でバランスを保っ
た外交関係を維持しています。中国との関係では、中
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うじん）化イニシアチブ（SCRI）」を 2021 年 4 月に立
ち上げました。SCRI により、インド太平洋地域のサ
プライチェーンにおける中国の優位性に対抗するべく、

（i）デジタル技術の活用や（ii）海外直接投資の誘致な
どを通じた貿易先・投資元の多様化が進むと思われ、
これらはグローバルサプライチェーンにおけるインド
の役割の強化につながるでしょう。ただしそのために
は、企業にとり予見可能性の高い税制・海外直接投資
制度の確立が不可欠になります。

Q4.　�「Make�in�India」など将来のインドの産業競争力
強化に向けた動きと展望について教えてください。
また都市問題などの社会課題と必要な対応につい
てもお聞かせください。

モディ政権の旗艦プログラム「Make in India」は、
2014 年の開始当初に期待されていただけの成果を上げ
ることができていません。これは、国内 GDP に占める
製造業の割合がいまだ約 17% と低迷していることから
も明らかです。土地の確保、労働・資本投入の拡大は
製造業成長の鍵となりますが、インドはこれらの分野
で課題を抱えています。

ところが例外的に携帯電話製造業だけは大きな成功
を収めています。その理由は、人口 13 億人を擁する
巨大国内市場と、携帯電話に使用する各種部品の国産
化推進に向けて各種部品の関税を段階的に引き上げる

「段階的製造プログラム（PMP）」の存在です。
携帯電話製造業の成功にヒントを得て 2020 年に政

府が開始したプログラムが先ほどの「Aatma Nirbhar 
Bharat/ 自立したインド」と生産連動型優遇策（PLI）
スキームです。特定のセクターに焦点を当て、国産品
による輸入品の代替を促進するためのインセンティブ
を付与し、これらセクターに対する企業の投資意欲を
高めています。中でも電子機器は重要セクターの一つ
であり、世界的な半導体チップ不足を受けて 2021 年
1 月には新たに半導体も対象分野に加わりました。PLI
スキームの総額約 300 億米ドルの投資予算のうち、半
導体やスマートフォン、IT ハードウエア、コンポーネ
ントなど電子機器向け投資が過半（約 170 億米ドル、
約 2 兆 2,000 億円）を占めるなど、インドを電子機器
産業のグローバルハブに育てようとする政府の意図が
示されています。なおインド国内に製造拠点を置く企
業は、電子機器の他にも、自動車・自動車部品、高度
化学電池（ACC）、太陽光発電モジュール、特殊鋼な
ど他の PLI 対象分野にも関心を示しています。

国が推し進める一帯一路構想には参加していません
が、インドは中国主導で設立されたアジアインフラ投
資銀行（AIIB）の最大の借り手になっています。他方、
米国との関係では、日米豪印戦略対話（QUAD）に参
加していますが、米国第一主義（America First）に基
づく保護主義的貿易・関税政策には反対の立場です。
またこれらの動きと並行して、インドはアジア諸国と
の関係を重視しつつも、欧州や中東・アフリカ諸国と
の関係も強化する「Act East, Link West」と呼ばれる
外交戦略も進めています。

現在進行中のウクライナ危機に対しても、インドは
バランスを保った外交を展開しています。インドにとっ
ては古くからの友人であり、支援者であり、防衛物資
の提供者でもあるロシアを厳しく批判する米国の方針
に従うことを拒否しました。印中領土問題での中国の
攻撃的な姿勢に対して米国が沈黙の姿勢を貫いてきた
のと同様に、インド政府は慎重な姿勢を示していると
言えるでしょう。

中国は、グローバルサプライチェーンを構築する製
造業にとって不可欠な存在です。しかし、新型コロ
ナウイルス発生からの 2 年間で、多くのグローバル企
業はサプライチェーン再構築によるリスク分散のため

「チャイナ・プラスワン」戦略を模索し始めました。こ
の動きにより、インドを筆頭とする新興国にも部品や
資機材の新規受注チャンスが広がりました。サプライ
チェーン再構築は容易ではなく、数年かかる可能性
もありますが、インド政府は、中国に代わる調達先を
求める企業のニーズに応えるため、「Aatma Nirbhar 
Bharat/ 自立したインド」における生産連動型優遇策

（PLI）スキームに対して 300 億米ドル（約 3 兆 9,000 億
円）規模の予算を設定しています。

米国と中国がデジタル覇権を争う中、インドはアジ
アの第三勢力として台頭しつつあり、「Aadhaar/ 国民
識別番号制度」や「UPI/ 統合決済インターフェース」
などのデジタルソリューションを海外に輸出していま
す。そして現在、医療関連品のグローバルサプライ
チェーンでも存在感を高めています。例えば、新型コ
ロナウイルス発生から 2 年足らずで、インド国内の医
療関連品メーカは、人工呼吸器、個人防護具、N-95 マ
スクなどをグローバルに供給する能力を備えました。
既にインドは、世界の IT・医療関連品のグローバルサ
プライチェーンにおいて、信頼できる供給元の一つに
なっていると言えるでしょう。

インド太平洋地域に目を向けると、インドは日本・
オーストラリアとともに「サプライチェーン強靱（きょ
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2025 年までに国内総生産に占める製造業の割合を
25% に引き上げるという「Make in India」の目標達
成は容易ではありませんが、PLI スキームの下での優
遇策強化を背景に、製造業セクターでの投資増加が
期待できます。特に電子機器産業の成長が注目され、
IoT、AI、生産システムの自動制御などのデジタル技
術の導入は、将来のインド製造業の成長を牽引（け
んいん）するでしょう。政府のモノづくり推進戦略
で あ る“Smart Advanced Manufacturing and Rapid 
Transformation Hub （SAMARTH） Udyog Bharat 
4.0”も、製造業セクターでのデジタル化加速のための
政策の一つに挙げられます。

都市化が進む現在、インドには「スマートシティ
ミッション」と呼ばれる野心的な構想があります。
2015 年 6 月にスタートしたこのプログラムは、100 都
市を対象に、エネルギー、運輸、上下水道などの各分
野を統合的に監視・管理するスマートソリューション
を導入し、市民に質の高い生活環境を提供することを
めざしており、その一つの成果が「統合コマンドコン
トロールセンター（ICCC）」の設立です。ICCC は、もと
もと都市における電力供給、交通、水道インフラなど
の監視・運営管理強化を目的として設立されましたが、
コロナ禍においては、ウイルス感染者の特定・追跡、
オンライン医療相談、行動規制順守状況監視など、各
都市が新型コロナウイルス対策を進める際の「作戦室」
としての機能を果たしました。なお、各都市で進むス
マートシティプロジェクトの中では、スーラト（グジャ
ラート州）、プネ（マハラシュトラ州）、ビシャーカパ
トナム（アンドラ・プラデシュ州）などが先行事例と
して注目を集めています。

インドは、特に医療体制の不備や清潔な飲料水の供
給不足が社会課題となっており、これらの解決にデジ
タル技術が大きな役割を果たすことが可能です。

人口 1,000 人 当たり医師 数 0.7 人という割 合は、
WHO 平均の 2.5 人よりかなり低く、オンライン診察
は特に都市＝農村間や遠隔地での医療アクセスの改
善に役立ちます。現在、オンライン診察・遠隔医療へ
のシフトが進みつつあります。特に 2019 年 11 月、政
府により提供を開始した遠隔医療プラットフォーム
e-Sanjeevani によって、これまで合計 3,000 万件以上、
1日最大17万件のオンライン診察実績を上げています。
また 2021 年 9 月、政府は全国民の診療記録と全国の
医療関係機関の医療情報を統合的に管理するプラット
フォームを構築するため、デジタルヘルス・イニシア
チブ「Ayushman Bharatデジタルミッション（ABDM）」

を発表しました。全ての国民に付与した保健 ID を介
して、国民の疾病や診療記録などの情報を共通データ
ベースに集約することで、病院・臨床検査施設・薬局
などでアクセスが可能となるデジタルヘルス・エコシ
ステム形成をめざしています。

また、安全な飲料水を使用できるのは人口の 50% に
満たず（UNICEF インド調べ）、飲料水による感染症
リスクの抑制はもう一つの大きな社会課題となってい
ます。例えば、センサーとIoT技術を用いて水の消費量、
水質、浄水フィルタ利用状況などをリアルタイム追跡
してデータを収集、AI を活用して最適なメンテナンス
時期・頻度を計画・実行することで、飲料水の感染リ
スク抑制へと導くことが可能となります。

環境対策もまた大きな社会課題となっています。世
界で最も大気汚染が深刻な 10 都市のうち 9 都市がイ
ンドにあります。首都デリーの冬の大気汚染は深刻で
す。専門家の中には、冬の時期にデリーの屋外で呼吸
することは、1 日 50 本タバコを吸うようなものだと主
張する人もいます。大気汚染の主な原因は、自動車や
工場からの排出ガス、石炭火力発電などが挙げられま
す。特に、インドの電力需要は、2050 年までに現在の
4 倍の 5,271TWh へと増加すると言われており、現在
の電源構成比は化石燃料に大きく依存（全体の 6 割）
しています。こうした背景を踏まえると、モディ首相
が COP26 において、2070 年までにカーボンニュート
ラル（温室効果ガス排出量実質ゼロ）を達成すると発
表したことは、歓迎すべき一歩だと言えるでしょう。

カーボンニュートラルは、再生可能エネルギー導入
とエネルギー効率向上の二つの手法によって実現され
ます。再生可能エネルギー導入の観点では、2030 年に
向けて EV やエネルギー貯蔵システムへの開発投資が
進んでいますし、長期的には水素エネルギー活用が着
目されています。また、エネルギー効率向上の観点で
は、例えば省エネ法で定められたエネルギー消費量削
減の目標超過達成分を省エネ証書（ESCerts）として、
企業間で取引させるデジタルシステム導入など、企業
の省エネ・脱炭素の機運を高める取り組みに重点が置
かれるでしょう。

こうした環境対策は、国内の環境問題解決にとどま
らず、インドに新たなビジネスチャンスをもたらしま
す。例えば、電力を大量に消費し、多くの二酸化炭素
を排出するデータセンターのエネルギー効率向上は今
後不可欠であり、エネルギー効率に優れた冷却システ
ム、サーバ、電源装置、エネルギー管理ソリューショ
ンの需要を押し上げることなどが期待されます。
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